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（1）対象地域の選定
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②就労マッチング実現可能性の評価
・人材育成・就労マッチングの実装を担う組織の調査（1/2）

（1）対象地域の選定

地域の人事部（経済産業省） 特定地域づくり事業協同組合

鳥
取
県

若桜町 若桜町特定地域づくり事業協同組合 鳥取県HP（中山間・地域振興課）

智頭町 智頭町複業協同組合 智頭町複業協同組合HP

日南町

日野町 日野町未来づくり事業協同組合 鳥取県HP（中山間・地域振興課）

江府町

島
根
県

奥出雲町 奥出雲町特定地域づくり事業協同組合 おくいずも暮らしメモ

飯南町 飯南町地域づくり協同組合 飯南町地域づくり協同組合HP

川本町

美郷町

邑南町 おおなん地域づくり事業協同組合 邑南町HP（地域みらい課）

津和野町 津和野町特定地域づくり事業協同組合 津和野町特定地域づくり事業協同組合
HP

海士町
一般社団法人離島百貨店
一般財団法人島前ふるさと魅
力化財団

一般社団法人離島百貨店
HP
大人の島留学HP

海士町複業協同組合 AMU WORKHP

前述の32市町村について、就労マッチングに係る既存の組織や事業の有無を調査した。鳥取県、島根県において、経済産業省が推進する「地
域の人事部」の参画自治体および「特定地域づくり事業協同組合」を有する自治体は以下に示すとおりである。
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②就労マッチング実現可能性の評価
・人材育成・就労マッチングの実装を担う組織の調査（2/2）

（1）対象地域の選定

地域の人事部（経済産業省） 特定地域づくり事業協同組合

岡
山
県

笠岡市

地域のグローバル人事部 おかや
ま
（岡山全域）

①森興産株式会社
②あいおいニッセイ同和損害保
険株式会社岡山支店岡山中
央支社
③株式会社ちゅうぎんフィナンシャ
ルグループ

高梁市
新見市
備前市
美作市
新庄村
美咲町
吉備中央町

広
島
県

竹原市
庄原市 庄原商工会議所 庄原でいきいき働く協議会HP
安芸高田市
江田島市
安芸太田町 あきおおた未来創造協同組合 広島県HP（地域力創造課）
大崎上島町 神石高原事業協同組合 じんせき神材ネット
神石高原町

山
口
県

萩市 はぎ地域づくり協同組合 萩市HP（農政課）
長門市 特定非営利活動法人つなぐ 長門しごとセンターHP
美祢市
周防大島町
上関町
阿武町

岡山県、広島県、山口県において、経済産業省が推進する「地域の人事部」の参画自治体および「特定地域づくり事業協同組合」を有する自
治体は以下に示すとおりである。



11

②就労マッチング実現可能性の評価
・自治体と民間企業による地域の担い手確保事業の調査

（1）対象地域の選定

人材マッチング事業を推進している企業

岡
山
県

笠岡市 「地方特化型副業マッチングプラットフォーム「Loino」
高梁市
新見市
備前市
美作市
新庄村
美咲町
吉備中央町

広
島
県

竹原市 ハイスキル副業人材マッチングサービスlotsful
庄原市
安芸高田市
江田島市
安芸太田町
大崎上島町
神石高原町 ハイスキル副業人材マッチングサービスlotsful

山
口
県

萩市 株式会社パソナJOB HUB
長門市
美祢市
周防大島町
上関町
阿武町

自治体による地域の担い手確保に向けた取組として、民間企業による採用活動支援事業を実施している自治体と参画企業および事業内容は
以下のとおりである。

人材マッチング事業を推進している企業

鳥
取
県

若桜町

ハイスキル副業人材マッチングサービスLoino
智頭町
日南町
日野町
江府町

島
根
県

奥出雲町
飯南町
川本町
美郷町
邑南町
津和野町
海士町
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（1）対象地域の選定

②就労マッチング実現可能性の評価
・人材育成支援と就労マッチングに参画意向がある地域外のIT企業の調査
デジタル人材育成を推進する地域外の協力主体として、島根県飯南町での活動参画意向を示している、東京都を拠点とする株式会社LULL
は、「地方創生塾」の構成メンバーであり沖縄県国頭村にIT人材派遣を実施している。また、秋田県東成瀬村を拠点とする東成瀬テックソリュー
ションズ株式会社（通称：なるテック）は、地域おこし協力隊制度を活用して都心からリモートで仕事を受注しており、広島県竹原市での参画
意向を示している。

株式会社LULL

東成瀬テックソリューションズ株式会社
（通称：なるテック）

島根県飯南町

広島県竹原市

• 一般社団法人離島百貨店（代表理事 青山 富寿生氏）と特定
非営利活動法人「日本で最も美しい村」連合が主体となり、持続可
能な地方創生モデル構築を推進する「地方創生塾」の構成メンバー。

• 2025年10月28日に沖縄県国頭村と「地域活性化起業人制度」
によるIT人材派遣に関する協定を締結。

• 秋田県東成瀬村の地域おこし協力隊の運営業務を受託。東成瀬
村役場と連携し、地域課題解決プロジェクトを立ち上げ、事業化。

• IT未経験の若者を採用し、高度IT人材に育成、都心からリモートで
仕事を受注。地方でも都心と同水準の仕事と報酬を生活コストの低
い秋田県で得ることができるため、日本の社会課題である「東京一極
集中」「若者のワーキングプア」等の解消にも貢献。

企業 地方部におけるIT人材育成等の取組概要 連携先自治体

出典：株式会社LULL 株式会社LULLのプレスリリース、東成瀬テックソリューションズ 一般部門 No.12 地域おこし協力隊運営業務委託契約.pdf
を基にKPMGコンサルティング株式会社作成





（2）デジタル人材育成プログラムおよび
その後のキャリアパス等に関する調査
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●社外の兼業・副業人材を受け入れて感じる効果／期待する効果
• 社外の兼業・副業人材を「受け入れている」または「受け入れていないが検討中」と回答した人事担当者934人に効果を聞いたところ、「人材不足を
解消することができた」（49.5％）が最も多かった。そのほかにも外部人材の活用により社内では得られない多様な効果が挙げられている。

（2）デジタル人材育成プログラムおよびその後のキャリアパス等に関する調査

①就労マッチングのニーズおよび先行事例調査
・都市圏企業を対象とした既往調査の整理（2/3）
外部の兼業・副業人材を活用することは、単なる人手不足の補完にとどまらず、自社では確保しづらい貴重な人的リソースを獲得する手段として
も有効であることが調査から明らかになっている。

出典： 「兼業・副業に関する動向調査2024 | JBRC ジョブズリサーチセンター」調査年度：2025、有効回答数：人事担当者1444人）
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（2）デジタル人材育成プログラムおよびその後のキャリアパス等に関する調査

前述の（1）対象地域の選定②就労マッチング実現可能性の評価における調査にて、地方部におけるIT人材育成に参画意向を示した以下の
2企業に対して、地方での就労マッチングの参画に至った課題認識や提供可能なリソース等についてヒアリングを実施した。

①就労マッチングのニーズおよび先行事例調査
・IT企業へのヒアリング概要

ヒアリング対象企業 実績・事業内容 ヒアリング目的

株式会社LULL

• IT人材不足を解決するべく若手IT人材育成に注
力しつつ、人材の実践機会創出×地域活性化モ
デル構築に取り組んでいる。

• 一般社団法人離島百貨店と特定非営利活動法
人「日本で最も美しい村」連合が主体となり、持続
可能な地方創生モデル構築を推進する「地方創
生塾」の構成メンバーである。

• 2025年に沖縄県国頭村と「地域活性化起業人
制度」によるIT人材派遣に関する協定を締結した。

• 地方での就労マッチング参画の背景となる問題意
識や課題認識を把握する

• 島根県飯南町において、地域に居住しながらITリ
モートワークと両立する働き方実現に向けて、株
式会社LULLが実現を目指す人材育成プログラ
ム案・キャリアプラン案を把握する

東成瀬テックソ
リューションズ株式
会社

• 少子高齢化や地方インフラの老朽化といった地域
課題をテクノロジーを用いて解決する取組みを推進
している。

• 秋田県東成瀬村の地域おこし協力隊の運営業務
を委託されている。

• 東成瀬村役場と連携し、地域課題解決プロジェク
トを立ち上げ、事業化している。

• 地方での就労マッチング参画の背景となる問題意
識や課題認識を把握する

• 広島県竹原市において、地域に居住しながらITリ
モートワークと両立する働き方実現に向けて、東
成瀬テックソリューションズ株式会社が実現を目指
す人材育成プログラム案・キャリアプラン案の概要
を把握する
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①就労マッチングのニーズおよび先行事例調査
・地元企業群へのヒアリング：（一社）離島百貨店

（2）デジタル人材育成プログラムおよびその後のキャリアパス等に関する調査

一般社団法人離島百貨店は、持続可能な地方創生モデル構築検討会議において地域おこし協力隊＋都市部企業によるリスキリングの仕組
みを提言している。

出典：地方創生塾2.0（主催：⼀般社団法⼈離島百貨店、特定⾮営利活動法⼈⽇本で最も美しい村連合）（2025）「〜地⽅に仕事を⽣み出す
〜持続可能な地⽅創⽣モデル構築検討会議（地域おこし協⼒隊 + 都市部企業によるリスキリング）提言書」を参考に、KPMGにて作成
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●移住意向者が移住検討時に重視する項目（年代別）
• 移住検討時に重視する要素について、地方圏への移住を検討している20代
（東京23 区、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、大阪市、京都市、神戸
市在住）は、ほかの年代と比較して、「地域での日常的な買い物等で不便がな
い」（82.7％）、 「街並みの雰囲気が自分の好みに合っている」（81.4％） を
重視する割合が特に高かった。その他、「地域の医療体制が整っている」
（77.3％）等、暮らしやすさに関する多様な声が上がった。

●地方移住への関心（東京圏在住者20代）
• 2023年3月時点で、東京圏在住の20代の44.8％が地方移住に
関心を示しており、この割合は2020年5月と比べて5pt以上増加し
ている。

（2）デジタル人材育成プログラムおよびその後のキャリアパス等に関する調査

①就労マッチングのニーズおよび先行事例調査
・若手人材を対象とした既往調査の整理（2/5）
20代の都市圏在住者の地方移住への関心は、近年着実に上昇している。背景として、移住先選定の判断軸が明確化しつつあり、特にワークラ
イフバランスに直結する「基本的な生活条件の整備」が若者の意思決定において重要性が増している傾向が見て取れる。

出典： 「地方移住に関する実態調査（Phase1）」パーソル総合研究所（調査年度：2021年、有効回答数： 20～ 60代の就労者（パート・アルバイト
除く） 2998人）を基にKPMGコンサルティング株式会社作成
出典：「第6回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（内閣府）（当該ページのURL）、PDL1.0
（https://www.digital.go.jp/resources/open_data/public_data_license_v1.0）
（調査年度：2023年、有効回答数：10056人）
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目的 若手IT人材の地方副業・兼業や地方移住への関心・意向、および地方移住の条件を調査する

対象者・人数 東京都内でIT企業に勤務している若手エンジニア 77名

実施方法 オンラインで配布・回収

実施期間 2025年12月12日（金）～2025年12月21日（日）

アンケート項目概要

問1~8 回答者の基本属性
問9~11 地方への関心興味
問14~20 初期体験~継続参画
問21~27 地方副業・兼業
問28~34 地方移住

（2）デジタル人材育成プログラムおよびその後のキャリアパス等に関する調査

①就労マッチングのニーズおよび先行事例調査
・若手エンジニア向けアンケート調査（1/3）
東京都内でIT企業に勤務している若手エンジニアを対象に、地方副業・兼業や地方移住への関心・意向、および地方移住の条件についてのア
ンケート調査を実施した。次頁以降に調査結果の概要を掲載している。なお、詳細な調査結果については別添1資料を参照されたい。
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（2）デジタル人材育成プログラムおよびその後のキャリアパス等に関する調査

①就労マッチングのニーズおよび先行事例調査
・地方におけるIT人材等の就労マッチングの事例
本事業に類似したマッチング事業の先行事例は以下のとおりである。①初心者でも挑戦しやすいサポート体制、②多様な働き方の受け入れ、③
個人の興味・関心にマッチする案件の提供 等、本事業の検討にあたり参考となる点が見受けられる。

# 事例 概要 特徴 参照元

1

lanitech合
同会社
「TALENT 
MATCH」

lanitechが展開するDX・ITプロジェク
トと、スキルを活かしたいデジタル人
材を結ぶマッチング支援サービス

・lanitechのDX/IT支援プロジェクトと連携したリアルな実務機会を得ることが
できる
・自治体、教育機関が関与する地域・社会貢献型の案件も多い
・面談・マッチングのサポートを受けることができる
・週1〜副業〜フル参画まで多様な関わり方が可能

TALENT MATCH
｜デジタル人材マッ
チング支援 -
lanitech合同会社

2
NPO法人
G-net「ふる
さと兼業」

地域に根ざした中小企業や自治体
と、都市部に住む副業希望者をつな
ぐことを目的とした、社会貢献型の副
業プラットフォーム

・登録されている案件のほとんどはリモートワークに対応しており、全国どこに住
んでいても、PCとインターネット環境があれば参加できる
・コーディネーター（サポート担当者）に相談でき、初心者でも挑戦しやす
い

共感で選ぶ地方の
兼業マッチング

3
面白法人カ
ヤック
「SMOUT」

移住に興味のある人や地域とつなが
りたい人と、地域の人とをマッチングす
るWebサービス

・地域側は、求人だけでなく、地域の魅力や支援情報、空き家や地域コミュ
ニティ、学校の紹介、オンライン相談会や現地訪問ツアーなど、多岐にわたっ
てプロジェクトを掲載できる

地域とつながるプラッ
トフォーム スマウト
(SMOUT)

4

地域経済活
性化支援機
構「地域企
業経営人材
マッチング促
進事業」

REVICが実施・運営する金融庁・
経済産業省の連携による補助事業。
REVIC が運営する情報システム
「REVICareer レビキャリ」を活用し
て大企業人材に新たな就業の機会
を創出した地域の中堅・中小企業
に対して、地域企業経営人材確保
支援事業給付金を給付する。

・大企業から地域の中堅・中小企業への人の流れを創出し、地域の中堅・
中小企業による大企業人材の確保を後押しすることにより、企業の経営革
新・生産性向上を図り、地域経済を活性化することを目的とした事業
・人材マッチングの仲介役として、地域金融機関やREVICの提携先の人材
紹介会社などが政府の関連施策と連携し、「REVICareer レビキャリ」を活
用して地域の中堅・中小企業と域外の大企業との人材マッチングを行う

事業概要｜地域企
業経営人材マッチン
グ促進事業｜
REVICareer（レビ
キャリ）
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協力隊
≒公務員 ・心構え

・コンディション管理
・協力隊/公務員としての在り方

・地域行政/制度の理解度
・地域貢献の目的/目標設定 ・コミュ ケ ション能力

・関係者との調整力/リ ダ 力

ビジネス
プロフェッ
ショナル

・ロジカルシンキング
・ファシリテ ション力
・ドキュメンテ ション力

・専門知識
・助成/支援制度の理解
・プロジェクト計画書、報告書作成

・課題解決力/論理的思考力
・関係者との調整力/リ ダ 力
・目標達成力

・現場で必要な専門知識

起業家・
経営者

・ファイナンス力
・ＫＰＩ設計/評価力

・マネジメント力
・関係者包括

・リスク管理
・事業計画/経営戦略

・人材採用/育成力

・事業改善
・起業準備（資金調達等）
・目標達成力/論理的思考力

・チ ムビルディング力
・チャレンジ精神/自律性、自走力

求める素質

・公共性/中立性
・共感力/受容性
・継続性/誠実性
・謙虚さと学び続ける姿勢

・課題解決志向
・論理的思考力への関心
・実行力

・自律性/自走力
・挑戦志向
・リスク許容
・地域とともに発展する志
向

マインドセット研修 イベント企画運営

プロジェクト企画運営

基本姿勢

マインドセット研修

基本姿勢 ソフトスキル研修

ハードスキル研修

ソフト/ハードスキル研修

基本姿勢/マインドセット研修

起業・創業支援

人材支援

1

2

3

基礎 応用 実践
地域おこし協力隊期間に実施する人材育成支援

（2）デジタル人材育成プログラムおよびその後のキャリアパス等に関する調査

②IT人材育成とキャリアパスのモデル検討
・東成瀬テックソリューションズ㈱（1/3）
なるテックは、地域おこし協力隊制度を活用した人材育成・キャリアパスモデルを構築する。それぞれの人材が求める資質・能力に応じて育成カリ
キュラムを構築し、協力隊任期中は充実したIT研修プログラムを提供する。

引用：東成瀬テックソリューションズ株式会社作成資料
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具体的なIT人材育成の支援内容
コース カリキュラム 学習時間 学習概要

プログラミ
ング基礎

テクノロジー基礎 5 テクノロジー全般に関する基礎知識を学習します。

プログラミング基礎 30 Javaでのプログラミングを行うために基礎を学習し、プログラムを書く、プログラム実行ができることを目
指します。

Java演習 40 Java基礎の総合課題（じゃんけん課題）に取り組み、ソースコードの分析、メソッドの設計、コーディ
ングができることを目指します。

プログラミン
グ応用

WEB基礎 3 WEBアプリケーションが、どのような仕組みで動作しているのかを学習します。
SQL初級 7.5 SQLの基礎的な操作を学び、データベースから必要なデータを取得する方法を学習します。

開発工程学習 3 開発工程の流れを学習し、各工程での作業のポイントや試験項目観点等を学習します。

Spring基礎 22.5 WEBアプリケーション開発のためのフレームワークSpringの学習を行います。最低限の機能をもったア
プリケーションを開発しながら、Springフレームワークを使った開発の流れを学習します。

WEBアプリ演習 114 施設を予約するWEBアプリケーションを開発しながら、より実践的なアプリケーション開発の手法につい
て学習します。

システムエン
ジニア養成

開発実務学習 10 実際の開発業務で必要な業務知識や開発手法を学習します。

JUnit基礎 55 JUnitでのテスト自動化を学習し、カバレッジやモック、スタブ等の作成方法等の手法について学習しま
す。

SQL中級 15 サブクエリを用いた複雑なデータ検索操作や条件付きでのデータ検索操作を学習することで、より実践
的なデータ取得の手法を学習します。

WEBアプリ演習 145 施設を予約するWEBアプリケーションを開発しながら、リッチインターフェースを意識したアプリケーション
開発の手法について学習し、実務さながらに実践します。

（2）デジタル人材育成プログラムおよびその後のキャリアパス等に関する調査

なるテックが提供可能なIT人材育成プログラムの具体的な内容は以下のとおりである。

②IT人材育成とキャリアパスのモデル検討
・東成瀬テックソリューションズ㈱（2/3）

引用：東成瀬テックソリューションズ株式会社作成資料
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（2）デジタル人材育成プログラムおよびその後のキャリアパス等に関する調査

③説明資料の作成
先行事例調査結果を踏まえ、地域実施機関である一般社団法人離島百貨店及び株式会社LULL、東成瀬テックソリューションズ株式会社と
連携して、地域に居住しながらITリモートワークと両立する働き方実現に向けた、人材育成・キャリアパスモデルを検討した。検討結果は、地域実
施機関による地域関係者ミーティングでの説明資料として整理した。作成した資料は別添2②、別添3③のとおりである。

対象地域 実施機関候補 検討打合せ実施日 地域実施機関にょる資料作成にあたっての助言のポイント

島根県
飯南町

一般社団法人離
島百貨店
株式会社LULL

①11/17（月）
②11/26（水）
③12/4（木）
④12/9（火）
⑤12/23（火）
⑥1/13（火）

【説明の目的に沿った資料作成】
• ミーティング参加者にとって理解しやすい資料を構成
• ミーティング参加者が、IT人材育成後の活躍イメージを持てるよう、人材育成・キャリアパ
スモデルの説明において、研修受講後に習得できるスキルを具体的に記載

• IT人材の実践機会として、担当可能な案件例の記載を追加
• 地域おこし協力隊制度3年間の任期満了後を見据えたキャリアプラン案の具体的記載
• 育成された人材がどのように飯南町にITスキルを還元するのか、また飯南町で目指すゴー
ルを明確に記載

【参加者が納得感を得ることができる説明に向けた準備】
• 参加者からの想定質問・それに対する想定回答を事前に整理

広島県
竹原市

東成瀬テックソ
リューションズ株式
会社

①10/31（金）
②11/4（火）
③11/11（火）
④11/18（火）
⑤11/27（木）

【説明の目的に沿った資料作成】
• ミーティング参加者の理解のしやすさを主眼に置き、人材が地域に定住する循環を「採
用 × 育成 × 企業実践」の三位一体モデルで表現

• 竹原市で実践を想定している仕組みの概要・目的を端的に説明
• ミーティング参加者が竹原市におけるIT人材の活躍イメージを具体的に持てるよう、IT研
修プログラムを具体に紹介

• 地域おこし協力隊制度任期満了後も含めたキャリアプラン案を紹介
• IT研修プログラムおよび地域おこし協力隊制度を活用し、地域に定住した人材のキャリア
パス事例を記載



（3）地域関係者ミーティングの実施
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対象地域 実施日等 参加者 実施目的・内容

飯南町

11/10（月）

一般社団法人離島百貨店
（地域コーディネーター青山氏）
株式会社LULL
中国経済産業局
KPMGコンサルティング株式会社

• 一般社団法人離島百貨店による、地域おこし協力
隊＋都市部企業によるリスキリングの仕組みについて
の提言の共有

• 地域関係者ミーティングに向けた取組方針と検討スケ
ジュールについて

11月中旬～
1月中旬

株式会社LULL
KPMGコンサルティング株式会社

• 国事業（地域おこし協力隊制度）を活用した人材
育成モデル、および具体的なスキームについてのミー
ティング資料内容協議

• ミーティング資料作成

竹原市

11/7（金）

竹原市企画部部長
竹原商工会議所事務局長
中国経済産業局
地域コーディネーター内藤氏
東成瀬テックソリューションズ株式会社
KPMGコンサルティング株式会社

• 商工会議所に対し地域中核企業・中小企業のニー
ズ調査等、地域ミーティング事前準備へのご協力をい
ただくよう調整

• 商店街振興組合や農業従事者等、地域ミーティング
参加対象者の協議

• 商工会議所・ALL竹原きらっと未来創造会議を通じ
ての広報等、出席依頼方法検討

11月下旬 東成瀬テックソリューションズ株式会社
KPMGコンサルティング株式会社

• ミーティング内における事業説明内容の協議
• ミーティング資料作成

①地域関係者ミーティング実施準備
（3）地域関係者ミーティングの実施

地域関係者ミーティング開催にあたって、ミーティング参加対象者の整理、地域実施機関等との準備協議、およびミーティング後の支援方針の検
討等を行うため、地域実施機関や地域コーディネーターらと打ち合わせを実施した。
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①地域関係者ミーティング実施準備
（3）地域関係者ミーティングの実施

地域関係者ミーティング開催に向けて、自治体、商工会議所、および地域コーディネーター と連携し、飯南町と竹原市それぞれのミーティングの参
加対象者を検討した上で、以下のような依頼文書を作成した。

竹原市地域関係者ミーティング参加依頼文書飯南町地域関係者ミーティング参加依頼文書





飯南町地域関係者ミーティング
開催結果の整理



















竹原市地域関係者ミーティング
開催結果の整理



















69

対象地域 実施日等 参加者 実施目的・内容

竹原市

1/29（木）

竹原市企画部
竹原商工会議所事務局長
地域コーディネーター内藤氏
中国経済産業局
KPMGコンサルティング株式会社

• 竹原市新体制における就労マッチング事業推進に係る現状の
共有

• ミーティング開催結果の報告時期・方法の検討
• 本案件の成果取りまとめ・今後の展開に向けての打合せ調整

2/4（水）
市長、副市長、企画政策課長、財政課長
地域コーディネーター内藤氏
中国経済産業局
KPMGコンサルティング株式会社

• 竹原市における就労マッチング事業に向けた取組経緯の報告
（新・平井市長に向けて）

3/9（月）

竹原市企画部
竹原商工会議所事務局長
地域コーディネーター内藤氏
東成瀬テックソリューションズ株式会社
中国経済産業局
KPMGコンサルティング株式会社

• 東成瀬テックソリューションズ株式会社の東成瀬村での実績紹
介

• 竹原市において就労マッチングの体制構築を目指すにあたって
のタスク及びスケジュールについて打合せ

3/23（月） 市長WEB意見交換会 • 竹原市における就労マッチング体制構築の推進方針

③地域関係者による検討の支援
（3）地域関係者ミーティングの実施

地域ミーティング後、就労マッチング取りまとめと調整会議（オンライン含む）の開催等による連携体制の継続支援を実施した。



（4）地域×デジタル人材の働き方モデルおよび
育成に関するガイドブック作成


























